
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2019年度予算・税制改正に対する要望 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2018年 11月 13日 

北海道経済連合会 

 

 

 

 

自由民主党 

組織運動本部 商工・中小企業関係団体委員会 

政務調査会 経 済 産 業 部 会 



 

 

 

（１）北海道胆振東部地震や台風 21号からの復旧・復興支援 

○1次産業の被害や生産回復に対する支援、及び被災地域における社会基盤の復

旧に向けた、継続的な財源確保。 

○北海道観光の早期復興に向けた、総合支援プログラムによる包括的な支援。 

 

（２）国土強靭化に向けた諸施策の推進 

○自然災害に強い地域づくりに向けた、第二次補正予算を含む事前防災・減災へ

の取組み強化。 

○民間施設等の防災・減災対策に向けた、設備投資を促進するための減税制度

「国土強靭化税制」の整備・創設。 

 

 

 

 

 

（１）食関連産業（農林水産業を含む）の振興 

○持続的な北海道農業実現のための、TPP11・日 EU経済連携協定（EPA）対策

の確実な実施や、農業・農村基盤整備に係る予算の安定的な確保。 

 

（２）北海道観光の振興 

○「北海道・北東北の縄文遺跡群」の世界遺産登録に向けた早期の国内推薦。 

 

 

 

 

 

（１）航空宇宙産業形成への支援 

○道内での宇宙関連産業の技術開発拠点形成に向けた、新射場の北海道大樹町

への早期整備。 

 

（２）スマート農業推進への支援 

○スマート農業の推進に向けた、農業現場での通信環境整備に係る予算の確保。 

 

（３）中小企業の生産性向上 

○「ものづくり・商業・サービス経営力向上支援事業」の第二次補正予算を含む

予算の確保。 

２．北海道の強みを活かした「食」「観光」の振興 

３．「新たな成長」につながる産業の振興 

１．大規模自然災害からの復旧・復興と国土強靭化の推進 



 

 

 

（１）外国人材の受入れ 

○多様な人材の活躍促進の一環としての、一定の職務能力を持った外国人材を

受け入れる新たな仕組みの創設。 

 

（２）地域特性を活かした雇用創出と人材育成 

○「地域活性化雇用創造プロジェクト」の利子補給事業の予算拡充。 

 

 

 

 

（１）社会資本の充実強化 

○北海道新幹線札幌延伸の早期実現と道内鉄道網の維持に向けた抜本的な支援。 

○高規格幹線道路等（札幌都心部とのアクセス強化を含む）、道内空港、道内港

湾・漁港の整備促進。 

 

 

 

 

（１）泊発電所の速やかな再稼働 

○電力の安定供給に向けた、新規制基準適合性に係る審査手続きの可能な限り

の迅速化と、安全が確認された原子力発電所の早期再稼働。 

 

 

 

 

○地域未来投資促進税制の延長 

○中小企業投資促進税制の延長 

○商業・サービス業・農林水産業活性化税制の延長 

○中小企業経営強化税制の延長 

○「低公害自動車の燃料等供給設備に係る課税標準の特例措置」の延長 

 

 

 

４．人手不足対策と人材の育成・確保 

５．地域経済と産業を支える基盤づくりの強化 

６．エネルギー・地球温暖化対策の推進 

７．税制改正要望 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   北海道経済連合会 

 

（略称 ： 道経連 ） 
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